
室蘭市地球温暖化対策実行計画策定協議会＜第１回＞

室蘭市「ゼロカーボンシティ」宣言と
これまでの取組み
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「ゼロカーボンシティ」宣言の背景
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地球温暖化

地球全体の二酸化炭素濃度

下段図の出典：気象庁（地球温暖化ポータルサイト）

左図のとおり、全球二酸化炭素濃度は上昇中である。
下段は、世界と日本の年平均気温を偏差で示したもの。
上昇傾向にあり、近年変化の傾きが大きくなっている。
※ 偏差とは：標準となる数値との差を表します。

世界の年平均気温偏差 日本の年平均気温偏差
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日本国内の異常気象と影響

出典：気象庁（地球温暖化ポータルサイト）

出典：環境省（教えて！地球温暖化）

【全国13地点平均】日最高気温35℃以上の年間日数（猛暑日） 【全国アメダス】1時間降水量80ミリ以上の年間発生回数
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地球温暖化に対する世界の動き

出典：環境省
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ＩＰＣＣ報告
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）とは
世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）により、1988年に設立された政府間組織。
195の国と地域が参加し、科学的中立（政策的に中立で特定の政策の提案を行わない）を重視して報告書を公表しており、国
際条約交渉および国内政策の礎として活用されている。

2018年10月に、1.5℃特別報告書を提出。同報告書では、現時点で約1度温暖化しており、現状のペースでいけ
ば2030年～2052年の間に1.5度まで上昇する可能性が高いこと。1.5度を大きく超えないためには、2050年
前後のCO2排出量が正味ゼロとなることが必要との見解を示す
パリ協定に基づき各国が提出した目標により2030年の排出量では、1.5℃に抑制することはできず、将来の大規模な
二酸化炭素除去方策の導入が必要となる可能性がある

1.5℃特別報告書

＜第６次評価報告書第1作業部会報告書＞
「人間の影響が大気・海洋・陸域を温暖化させてきたことは疑う余地がない」と記載
→人間の活動が温暖化の原因であると初めて断定

※図の出典：IPCC第6次評価報告書第1作業部会報告書 政策決定者向け要約 暫定訳（文部科学省・気象庁）より

図：1850～1900年を基準とした世界平均気温の変化

• 世界平均気温は、少なくとも今世紀半ばまでは上
昇を続けるという予測。

• 温室効果ガスの排出の増加を直ちに抑え、その後
大幅に減少させるシナリオにおいては、21世紀末に
地球温暖化は約1.5℃未満に抑えられる可能性
が高い。
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2050年カーボンニュートラル宣言
菅前総理が2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを表明

2020年10月26日に行われた第203回国会における内閣総理大臣所信表明
演説において、2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指
すことを宣言。
同30日に行われた地球温暖化対策推進本部において、菅前総理より
「2050年カーボンニュートラルへの挑戦は日本の新たな成長戦略であ
る」とし、地球温暖化対策計画、エネルギー基本計画、長期戦略の見直し
の加速を指示。

地球温暖化対策を
日本の成長戦略へ

◀地球温暖化対策推進本部（首相官邸HPより） 7



日本の温室効果ガス削減目標
（地球温暖化対策計画）

（出典）「2019年度の温室効果ガス排出量（確報値）」
　　　　　　　及び「地球温暖化対策計画」から作成
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排出量
（億トンCO2換算）

これまでの
2030年
目標

2013年度比

26%減
（10.42億トン）

2019年度（確報値）
12.12億トン

〈2013年度比14.0％減〉

今世紀後半の
できるだけ早期に
「脱炭素社会」

(排出実質ゼロ)を実現

2050年までに
80%減

長期目標

基準年度　排出量
　2013年度　14.08億トン
※削減目標決定時の数値

2014年度以降
６年連続削減

2050年までに
排出実質ゼロ

令和２年10月26日
総理所信表明演説

中期目標

令和3年４月22日
地球温暖化対策推進本部・気候サミット

新たな2030年目標
2013年度比

46%減
を目指す

さらに、50％の高みに向けて、
挑戦を続けてまいります

出典：環境省 8
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出典：環境省 9



政府機関における率先実行目標

出典：環境省
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地域脱炭素ロードマップ

出典：環境省
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室蘭市のこれまでの取組み

12



室蘭市のこれまでの取組み
（エネルギー・水素関連）
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2015年2月策定
　室蘭市グリーンエネルギータウン構想　

2020年2月策定
　室蘭市成長産業振興ビジョン　



室蘭市のこれまでの取組み
（エネルギー・水素関連）
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1998年6月～ 埠頭用地に設置した風力発電を白鳥大橋のライトアップに利用

2016年3月 燃料電池車（FCV）及び移動式水素ステーションの一体的導入

2016年11月 住宅へのエネファームの導入促進（購入助成、街区形成）



環境省 地域連携・低炭素水素技術実証事業への参画
街区への再エネ由来低圧水素配送システム実証（2018-2021年）

15※出典：環境省

【趣旨・目的】
水素の製造から貯蔵、輸送、利用の全てのフェーズ
において低圧水素を利用（水素吸蔵合金を使用）
低圧で水素を貯蔵することにより水素製造施設の無
人化を実現、低コスト化に貢献

【概要】
① 祝津風力発電所の発電電気で水を電気分解して水素
を作る。

② 車載型MH（水素吸蔵合金）タンクをトラックに載
せて、温泉施設「ゆらら」と生涯学習センター「き
らん」に輸送し、建物側にあるタンクに水素を移す。

③ 定置型MHタンクの水素で燃料電池を動かし、電気
と温水で使う。



廃棄物収集運搬 持続可能な収集体制の構築
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　持続可能な収集体制の構築に向け、「稼働台数の平準化」及び「ICT活用による負担軽減」を推進

対策方針

稼働台数の平準化
(収集地区再編)

ICT活用による
負担軽減

第1弾(2021年度実証) 第2弾(2022年度)

・新収集地区の収集運搬データの収集
・新収集地区の収集ルート表示

課題

・新収集地区の決定と、試行
・「助け合い」の試行 • 新収集地区における、収集ルートの最適化

• 収集業務日報のデジタル化による、作業効
率化

• ステーションの視認性向上

曜日によって、稼働
台数のばらつき有り

収集作業員の負担増

車両側 管制側

　廃棄物収集に関する課題解決として、連携協定を締結しているパナソニックITS(株)の車載開発技術を活かし、
廃棄物収集ナビゲーションシステムによる実証実験を実施。運用改善は省エネにも貢献する。

※画像提供：



室蘭市エコオフィスプランの取組み
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エコオフィスプラン各計画期間中の二酸化炭素削減目標と排出量

第５期エコオフィスプラン（2021～2025年度）の二酸化炭素削減目標

1. 省エネルギー・省資源
電気・燃料使用量の削減　等

2. 廃棄物の減量・リサイクル
５Ｒの推進

3. グリーン購入
重点調達品目の購入

4. 公共事業（公共建築物・公共工事）
構想・計画から運用、改修・解体までの各段
階における環境負荷の低減

5. 職員の意識啓発等

具体的取組



「ゼロカーボンシティ」宣言
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ゼロカーボンシティとは

ゼロカーボンシティとは…
脱炭素社会に向けて、2050年二酸化炭素実質排出量ゼロ※に取り組むことを表明した地方公共団
体のことをいいます。
※実質排出量ゼロ：

CO2などの温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と、森林等の吸収源による除去量との間の均衡を達成すること

ゼロカーボンシティ宣言自治体（2022年4月28日現在）
696自治体（42都道府県、412市、20特別区、187町、
35村）が「ゼロカーボンシティ」を宣言
宣言自治体総人口が約1億1,802万人に到達
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表明都道府県（1億590万人）



室蘭市「ゼロカーボンシティ」宣言
～2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指します～

 地球温暖化による気候変動は、人々の生活や生態系に致命的な影響を与えかねない人類共通の深
刻な問題であり、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は、「気温上昇を２度よりリスクの低い
1.5度に抑えるためには、2050年までに二酸化炭素の実質排出量をゼロにすることが必要」という
特別報告書をもって、国際社会へ警告を発しており、温暖化抑制の取り組みは、喫緊の課題となっ
ています。

 天然の良港と豊かな自然に恵まれ、古くから港を中心に、我が国を代表する重工業都市として発
展してきた本市は、昨今の持続性ある地球環境の保全が求められる世界的潮流の中で、再生可能エ
ネルギーや水素を中心とした脱炭素化時代に貢献しようとする「港湾・産業都市」であります。

 今後、さらなる脱炭素社会の構築に向けて本市は、港と産業を軸に、脱炭素を通じた発展を希求
するとともに、市民生活においては、本市の恵み豊かな環境を、次の世代へ確実に引き継いでいく
ため、市民一人ひとりがゼロカーボンを意識し、目指す中で、気候変動に対する危機感を共有し、
地球温暖化抑制への行動を積極的に進めていかなければなりません。

 本市は、2022年に開港150年、市制施行100年という大きな節目を迎え、さらに輝かしい未来に
向けて、新たな歩みを踏み出すため、こうした思いを形にし、市民や地域、事業者の皆さまと一体
となって、2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロとする、「ゼロカーボンシティ」を目指しま
す。

令和３年１０月２５日
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2050年　室蘭市「ゼロカーボンシティ」を目指して

２０５０年　室蘭市「ゼロカーボンシティ」のイメージ（全体像）

・ 「産業」「民生・公共」「港湾」の各分野において、ゼロカーボンに向けた取組を推進する。
・ 短中期では洋上風力発電等の再生可能エネルギーの導入と省エネルギー、長期的では水素の積極的活用を行い、
・ 地域経済の活性化とゼロカーボンを目指す。

洋上風力発電施設の
       製造・組立拠点

水素ローリーで
他地域へ供給

液化水素運搬船等
による水素輸送

水素吸蔵合金などを
活用した水素供給

H2

再生可能エネルギー、
　　 家庭用燃料電池の普及

水素ステーション・
       水素自動車等の普及

水素エネルギー輸送拠点

再エネ・水素研究都市の形成室蘭港のゼロカーボン
　（カーボンニュートラルポート）

企業・公共施設等の
ゼロカーボン

洋上風力部材製造組立イメージ

水素受入基地イメージ（室蘭港長期構想）

室蘭工業大学

水素ローリー

カーボンニュートラルポートのイメージ（国土交通省）

液化
水素
運搬
船

移動式水素ステーション

水素自動車
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純水素燃料電池使用施設

低圧水素配送
システム実証事業

エネファーム

水素配送車風力発電


